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く博士論文要旨および審査報告)
学位請求論文
田坂公｢欧米とわが国の原価企画研究｣
Ⅰ　論文要旨
田　坂　　　公
本研究の目的は,まずわが国で生まれて海外へ"移転"された原価企画(Target
Costing)が欧米でどのように理解され,発展し,現在どのような課題に直面し
ているのかを明らかにすることにあった｡その上で,外国文献とわが国の文献を
比較することによって,欧米の管理会計手法を組み入れた新たな原価企画の発展
を究明した｡
第1章では,原価企画研究は,わが国において,発展段階に照らして3つの研
究アプローチに分けて検討を行った｡一万,欧米の場合,わが国で認められた3
つの研究アプローチが存在するものの,わが国でみられる3つのアプローチが混
在しながら別の形で進展していく傾向が見受けられると指摘した｡
第2章では,原価企画における原価見積ツールの研究として,コスト･テーブ
ルを取り扱った｡わが国の先行研究と欧米の文献に基づいて検討した｡その上で,
コスト･テーブルの体系化を提案した｡欧米では管理工学ツールの研究がまだ少
なく,ツール研究の体系化は,まだ発展途上である｡ところが, ABC (Activity-
Based Costing ;活動基準原価計算)と原価企画を統合しようとする試みは,わ
が国よりも積極的に取り組まれていることを明らかにした｡
第3章以降は,戦略との関係で原価企画を検討した｡戦略のフレームワークと
しては, Porter (1985)の｢ファイブ･フォーシーズ(five forces; 5つの競争要
因)｣を取り上げ,これにしたがって原価企画研究との関連性を検討した｡ 5つ
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の競争要因とは, rJ買い手(買い手の交渉力), (む新規参入業者(新規参入の脅
威), ③供給業者(売り手の競争力), ④競争業者(既存競争業者間の敵対的関係
の強さ), ⑤代替品(代替商品･サービスからの脅威)である｡これらの競争要
因と原価企画関連研究を結びつけて,第3章以降を構成した｡
第3章および第4章では,買い手と原価企画の関係を検討した｡買い手の交渉
力ではないが,顧客に関連して顧客収益性を向上させるためのABCによる分析
と原価企画の関係を検討した｡原価企画へのABCの活用について提案を試みた｡
つまり,原価企l師こABCを組み込むことのメリットを検討し,一方で原価企画
にABCを結びつけることへの課題を述べた｡
第5章では,新規参入業者と原価企画の関係について考察した｡中期経常計画
で新規参入の脅威を考慮に入れて戦略策定し,これを原価企画と結びつけて検討
した｡そこで,戦略的原価低減活動に基づいて,しい長期経営計画と原価企画を統
合するために, Porter (1985)のバリューチェーン･マネジメントを検討した｡)
バリューチェーン･マネジメントを管理会計の立場から考察したのがShank and
Govindarajan (1993)である｡本章では,コスト･ドライバー分析の活用を提案
した｡
第6章では,供給業者と原価企画の関係について考察した｡本論点は,原価企
画における関連組織についての考え方とサプライチェーン･マネジメントとの関
係性と捉えることができる｡本章では,欧米文献に基づくコンフロンテ-ション
戦略との関係で検討した｡原価企画活動は複数の内部部門が同時並行して進めら
れるため,外部関連組織だけを考察対象とすべきではなく内部関連組織も重視す
べきであるとした｡
第7章では,競争業者と原価企画の関係について考察した｡本論点は,競争戦
略を可視化できるBSC (Balanced Scorecard;バランスト･スコアカード)と原
価企画の関係と位置づけることができる｡特に, BSCのツールである戦略マッ
プを用いると,目標原価を達成するまでのプロセスにおいて因果関係を考慮しな
がら描くことができ,原価企画活動を戦略と結びつけることができると指摘した｡
本研究を通じてわかった原価企画研究の将来の展望を3点述べておこう｡第1
に,代替品と原価企画の関係性として,マテリアルフローなどの環境対応と原価
企画の関係を考察することが考えられる｡欧米文献ではこの関係を発見すること
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はできなかった｡環境配慮型の原価企画を実行していくという視点である｡今後
の研究課題である｡
第2に,ツール研究の重要性である｡欧米文献では,原価企画の戦略性を重視
して研究が進められてきた｡それは決して間違いではなかった｡しかし,原価企
画の本質は総合的コスト･マネジメントである｡これを実現するためには,まず
はVEによる原価低減のアイディアと,コスト･テーブルを用いたそのアイディ
アによるコスト･レビューである｡欧米の文献では,これらのツール研究があま
り進んでいなかった｡この領域への取り組みを欧米が真剣に取り組むようになっ
たとき,原価企画の海外移転が本格的に普及したといえるのかもしれない｡
第3に,欧米の戦略的管理会計手法を取り入れた新たな原価企画の妥当性を検
討する視点である｡欧米の文献では,わが国ではあまり議論されていない次の原
価企画が行われていた｡
1. ABCを活用した原価企画
2.外部関連組織を重視した原価企画活動
3. BSCを活用した原価企画
1の点は, ABCによるコスト･ドライバー分析を検討した｡ ABCに基づいて
標準アクティビティ･レートを設定して開発段階でこれを利用することは,コス
ト･ベネフィットの点から効果性に限界がある｡ -一方,構造的コスト･ドライバ
ーを正しく捉えて中期経営計画を策定することは,わが国の原価企画を一歩前進
させる可能性がある｡
2の点は,原価企画におけるサプライチェーン･マネジメントを検討した｡本
研究では,欧米文献は原価企画活動を外部関連組織へ焦点をあてすぎている点を
批判した｡外部関連組織だけでなく,内部関連組織とのバランスを取りながら原
価企画活動を捉えることの重要性を指摘した｡
3の点は,欧米文献から学んだ最も重視すべき点である｡コスト･ドライバー
分析はABCのドライバーだけでは不十分であり,構造的コスト･ドライバーも
考慮すると一歩前進する可能性がある｡原価企画関連組織は,外部関係だけを考
察対象にしても不十分であり,内部関係も同時に考慮する必要があった｡このよ
うな原価企画全体をバランスよく可視化するシステムこそBSCである｡いまや,
BSCの中で原価企画活動を実行していくことが重要であると考えられる｡
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欧米文献に学ぶべき点は学び,批判すべき点は批判する｡この姿勢こそ,わが
国と欧米がお互いに歩み寄り,協力してより良い成果をあげるために必要である｡
原価企画研究のWinJWin関係を築くことができればと筆者は願っている｡
Ⅱ　審査報告
審査委員
主査　専修大学経営学部教授　　楼　井　通　晴
副査　専修大学経営学部教授　　瓶　子　長　幸
専修大学商学部教授　　　伊　藤　和　憲
1.本論文の課題と構成
本論文の目的は,まずわが国で生まれて海外-展開された原価企画(Target
Costing)が欧米でどのように理解され,発展し,現在どのような課題に直面し
ているのかを歴史的に明らかにすることにある｡その上で,外国文献とわが国の
文献を比較することによって,欧米の管理会計手法を組み入れた新たな原価企画
の発展を探究している｡従来の原価企画研究では,欧米とわが国の文献比較に焦
点をあてた研究はほとんどみられなかったが,本論文では,原価企画研究のアプ
ローチを発展段階で区分することによって,欧米とわが国の比較検討が行われて
いる｡また, Porter (1985)の5forces (5つの競争要因)を取り上げ,これに
したがって原価企由研究と戦略との関連性を検討している｡さらに,原価企画を
戦略的に推進するための戦略マップを構築提案している｡本論文は,以下の表題
をもつ各章によって構成されている｡
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く論文構成)
序　章
第1章　原価企画の発展段階における研究アプローチ
第2章　コスト･テーブルの事例研究と体系化
第3章　原価企画とABCの統合可能性
第4章　ABCを活用した原価企画の事例研究
第5章　バリューチェーン･マネジメントと原価企画の統合
第6章　サプライチェーン･マネジメントと原価企画の統合
第7章　BSCを活用した原価企画
結　章
本論文は,序章と結章のほか,本文は全7章からなる｡序章では,本論文の問
題意識が述べられ,その間題に対する研究のアプローチ方法が示された上で,本
論文の全体構成が説明されている｡
第1章では,原価企画研究は,わが国において,発展段階に照らして3つの研
究アプローチに分けて検討が行われている｡一方,欧米の場合,わが国で認めら
れた3つの研究アプローチが存在するものの,わが国でみられる3つのアプロー
チが混在しながら別の形で進展していく傾向が見受けられるとしている｡
第2章では,原価企画における原価見積ツールの研究として,コスト･テーブ
ルを取りあげ,わが国の先行研究と欧米の文献に基づいて検討されている｡その
上で,コスト･テーブルの体系化を提案している｡欧米では管理工学ツールの研
究がまだ少なく,ツール研究の体系化は,まだ発展途上である｡ところが, ABC
(Activity-Based Costing ;活動基準原価計算)と原価企画を統合しようとする試
みは,わが国よりも諸外国の方が積極的に取り組んでいることを明らかにしてい
る｡当然のことながら,学位論文提出者の主張は,日本でももっとABCを原価
企画に導入すべきだとする｡
第3章から第7章までは,原価企画が戦略との関係で考察されている｡戦略の
フレームワークとしては, Porter (1985)の述べている5つの競争要因を取り上
げ,これにしたがって原価企画研究との関連性を分析している｡ 5つの競争要因
とは, ①買い手(買い手の交渉力), (彰新規参入業者(新規参入の脅威), ③供給
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業者(売り手の競争力), ④競争業者(既存競争業者間の敵対的関係の強さ), ⑤
代替品(代替商品･サービスからの脅威)である｡
第3章および第4章では,買い手と原価企画の関係について,顧客に関連して
顧客収益性を向上させるためのABCと原価企画の関係が検討されている｡第3
章では,原価企画にABCを組み込むことの長所が述べられているとともにABC
を活用したコスト･テーブルの構築が提案されている｡一方で原価企画にABC
を結びつけることへの課題も指摘されている｡
第4章は,第3章の検討結果を受け,設計段階で原価企画とABCを統合した
HoⅣa仇etal. (1998)の事例研究の検討がなされている｡本事例によると, ABC
に基づいて標準アクティビティ･レートを設定して設計段階でこれを利用してい
る｡一一万,本事例が,コスト･ベネフィットの点から効果性には限界があること
も指摘されている｡
第5章では,新規参入業者と原価企画の関係を検討対象とされている｡中期経
営計画で新規参入の脅威を考慮に入れて戦略策定し,これを原価企画と結びつけ
て検討されている｡そこで,戦略的原価低減活動に基づいて,中長期経営計画と
原価企画を統合するために, Porter (1985)のバリューチェーン･マネジメント
が指摘されている｡バリューチェーン･マネジメントを管理会計の立場から考察
したのがShankand Govindarajan (1993)である｡本章では,構造的コスト･ド
ライバー分析の活用が提案されている｡
第6章では,供給業者と原価企画の関係が検討対象とされている｡本論点は,
原価企画における関連組織についての考え方とサプライチェーン･マネジメント
との関係性と捉えることができるとしている｡本章では,欧米文献に基づくコン
フロンテ-ション戦略との関係で検討されている｡原価企画活動は複数の内部部
門が同時並行して進められるため,外部関連組織だけを考察対象とすべきではな
く内部関連組織も重視すべきであると指摘されている｡
第7章では,競争業者と原価企画の関係を検討対象とされている｡本論点は,
戦略を可視化できるバランスト･スコアカード(BSC)を原価企画と関係づけて
検討している｡とくに, BSCのツールである戦略マップを用いると,目標原価
を達成するまでのプロセスにおいて因果関係を考慮しながら描くことができ,原
価企画活動を戦略と結びつけることができることが明らかにされている｡
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結章では,本論文の考察結果を要約される｡最後に,本論文で明らかとなった
原価企画研究の将来の展望について,学位論文提出者の主張がまとめられている｡
2.本論文の特徴
本論文では,欧米とわが国の文献に基づく原価企画研究から,戦略と原価企画
との間の関係性を種々の側面から研究しており,その点で最も大きな学界への貢
献が期待される｡具体的には,次の3つの特徴が評価に値すると思われる｡
第1の特徴は,原価企画の本質は｢戦略を重視したコストマネジメントである｣
という主張を行った点にある｡戦略重視として論文全体が一貫性をもって展開さ
れている｡その際, Porterの5つの競争要因による体系にもとづいて欧米文献を
取り上げている｡このようにPorterの5つの競争要因という競争要因にもとづ
いて原価企画のフレームワークを展開している論理展開は適切かつ有用である｡
買い手,新規参入業者,供給業者,競争業者,代替品という競争要因のフレーム
ワークは一貫性があるとともに,これまでの原価企画研究では誰も主張してこな
かった独創的な点である｡
第2の特徴は,原価企画の関連組織について, ｢全ての関連組織が協働して原
価低減する｣という主張をした上で, Cooperらのトライアングルを否定し独自
にヘキサゴンの関係を提案している点にある｡戦略重視というとき, Cooperら
は,関係者を設計･購買･サプライヤーという外部を巻き込んだトライアングル
に求めたo　ところが,本論文では,関連組織を外部に求めず,原価企画の本質は
原価低減にあるという主張にもとづいて内部組織に求めている｡その結果, Coo-
perらがコンフロンテ-ションという主張をしているなかで,原価企画の原点を
思い出させてくれ,かつ原価企画の本質をついた主張になっている｡
第3の特徴は,原価企画の戦略実行について, ｢競争戦略の一環として原価企
画はBSCと関連づける｣という主張をした上で, BSCを提案した点にある｡
Kaplanらは,製品リーダーシップのために内部ビジネス･プロセスとしてイノ
ベーション･プロセスを展開し, BSCを提案した｡原価企画とBSCを関連づけ
るべきであるという主張はあるものの,本論文のように原価企画による戦略的コ
ストマネジメントを実践するための戦略策定を扱ったものはなかった｡本論文は,
原価企画を戦略的に推進するための戦略マップを提案しているという点で,大変
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興味深い提案であると思われる｡
3.本論文の問題点ないし課題
本論文には,以上のようにすぐれた特徴がある｡とはいえ,本論文についても,
課題が全くないわけではない｡しいてあげるとすれば,下記の点である｡
第1に,コスト･ドライバーと原価企画の関係についてである｡原価企画と
ABCの関係として,本論文では設計段階でABCを取り入れたコスト･テーブル
を構築して原価企画を実践すべきであるという見解を採用している｡コスト･テ
ーブルの構築では,そのテーブルに盛り込まれる原価の範囲は,製造原価もしく
は営業費用の全部原価と考えられる｡そのため,ドライバーの数は多い方がよい
と指摘している｡他方,構造的コスト･ドライバーを提案しているなかでは,
ShankとGovindarajanを引用して,ドライバーの数は少なくてもよいと指摘し
ている｡その理由は,原価企画のためには主として設計担当者の原価低減に寄与
する数少ないドライバーを捉えるべきだという意見を論文提出者が持っているか
らであろうと,一応は推測できる｡しかし,これらの関係について,学位論文提
出者がどのように理解しているのかをもっと明らかにすれば,さらにもっとよい
論文になりえたかもしれない｡
第2に,プロセス原価計算とABCの関係についてである｡ドイツの研究者で
あるHoⅣathのプロセス原価計算について,マネジャーの企業管理活動について
はABCには含まれていないが,プロセス原価計算には含まれているとする図表
があった｡しかし,これらの関係は必ずしも論文では明らかではなかった｡本質
的な点ではないが,プロセス原価計算に対して学位論文提出者はどのように考え
ているのかの説明があれば,読者は論文をもっとよく理解できるではないかと思
われる｡
第3は,原価企画とBSCの関係についてである｡戦略マップを構築したから
といって,実務でどのように戦略実行すべきなのかについては明らかにされてい
なかった｡たとえば,学習と成長の視点で｢CFrの確立｣といわれても,それ
は戦略的実施項目であり,どんな戦略目標が考えられるのかが不明だった｡また,
どのように測定していくのかも難しい問題ではないかと考えられる｡ BSCと原
価企画を統合しただけでも評価できるが,欲を言えば学習と成長の視点に対する
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提案が欲しかったところである｡
しかし,上記の問題点や課題については,本論文の管理会計への貢献に比べれ
ば些細なもので,些かも論文の価値を損なうものではない｡いずれも今後の課題
として研究展開できるものである｡そういった意味でも,本論文の学界への貢献
は大きい｡今後,本論文から発想を得て原価企画に及ぼす外部要因および内部要
因に関する研究として,実際にアンケート収集等により実データをもとに統計的
に検証されるなど広く展開されることを期待する｡
4.本論文の評価
以上で述べたとおり,本論文では原価企画における欧米とわが国の文献を比較
検討することによって,原価企画研究の新たな課題を兄いだし,欧米の管理会計
手法を組み入れた新たな原価企画の発展を探究している｡原価企画の本質につい
ては｢戦略を重視したコストマネジメントである｣という主張を行っている｡戦
略重視として論文全体が一貫性をもって展開されている｡その際, Porterの5つ
の競争要因にもとづく原価企画のフレームワークは興味深い主張である｡買い手,
新規参入業者,供給業者,競争業者,代替品という競争要因のフレームワークは,
一貫性があるとともに,これまでの原価企画研究では誰も主張してこなかった点
である｡また, Cooperらのトライアングルを否定し独自にヘキサゴンを提案し
ている点は,原価企画の原点を思い出させてくれ,かつ原価企画の本質をついた
主張である｡さらに,原価企画を戟略的に推進するための戦略マップを構築提案
しているという点でも,学界への貢献という点からして,大変意義の深い提案で
あったように思う｡
以上を総合的に勘案すると,本論文は,論文提出者に対して博士(経営学)の
学位の称号を与えるだけの十分な資格を有すると認めうる｡今後は,学位論文提
出者の理論面でのさらなる深化と,実務面での応用へと研究を進展させることを
期待したい｡
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